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政府、3/30 新システム法案閣議決定 
 政府は、3 月 30 日、「社会保障と税の一体改革」法案及び「子ども・子育て新システム」法案の

閣議決定しました。いよいよ国会のたたかいの場となります。「社会保障と税の一体改革」は、マス

コミの増税キャンペーンにもかかわらず、日ごとに消費税増税反対の世論が強まり、野党との協議

はすすまず、民主党内の異論も強く存在しており、「新システム」とあわせ、先行きはまったく不透

明な状況です。一段とたたかいを強め、子ども達のために、必ずや「新システム」関連法を阻止し

ましょう。 
 
 

自治労連、談話発表 
 自治労連は 3 月 30 日に以下の書記長談話を発表しています。 
 

子ども・子育て新システム関連法案の閣議決定に抗議する 

２０１２年３月３０日 

日本自治体労働組合総連合 

書記長 猿橋 均（談話） 

 
（１）３月３０日、政府は、消費税大増税を含む「社会保障・税一体改革」法案及び、「子ども・

子育て新システム」（以下「新システム」と称す。）の閣議決定を強行した。 

政府は、新システムを経済戦略として女性の就労支援を進めるため、新たな次世代育成支援のた

めの包括的・一元的なシステムとし、就学前のすべての乳幼児に質のよい保育を提供するために幼

稚園と保育園を一体化して子ども園にし、そのことで待機児童が解消できるとしてきた。 

しかし、実際には幼稚園には存続も含めて選択肢を残し、認可外の施設や小規模施設など、ビル

の一室でも行える地域型保育など緩い基準の多様な形態を容認しており、保育の質を大幅に切り下

げるものである。幼保一体化施設である総合子ども園には、０～２歳児の保育を義務付けず、新シ

ステムが当初掲げた待機児童解消も全く期待できない。 

新システムの持つ最大の問題は、児童福祉法第２４条（保育所への入所）を「改正」し、市町村

の保育実施義務をなくすとともに、保育を現物給付の制度から現金給付に変えることにある。また、

公立保育園が移行する公立子ども園の財源は全額市町村負担としており、公立保育園の統廃合、民

営化が一層加速するものである。さらに、株式会社等に剰余金などの配当を認める一方で、実効性

に乏しい事業者の撤退規制にとどめるなど、保育の市場化をめざす改革である。 

 

（２）そもそも民主党政権は、昨年１月に新システム関連法案の国会提出をめざしていた。新シス

テム撤回を求めるこの間の運動により、第一次署名は２８４万筆を集約し、３月から開始した第二

次署名は２７万筆を積み上げている。都道府県議会では、２５議会が新システム反対・撤回を表明

し、自公の国会議員も反対の立場を鮮明にしている。こうした運動が、法案提出を大幅に遅らせて

きたことに大いに確信を持とう。 

 



 
（３）新システムに反対する世論が大きく広がっているにも関わらず、政府は一貫して新システム

の導入を狙ってきた。財界の要求を丸呑みした経済産業省の「産業構造ビジョン２０１０」（２０１

０年６月）では、医療・介護・健康・子育てサービスを「戦略５分野」の一つとして位置付け、今

後３０兆円以上の市場を創出するとしている。子育てサービスについては、「認可外保育施設が提供

している多様な子育てサービスの供給を拡大するためには、幼稚園や保育所と一体化した共通の市

場を構築」「効率化により保育料を引き下げても成立するビジネスモデルを追求」とあけすけに保育

の市場化をめざしている。 

これに基づく「新成長戦略」（２０１０年６月１８日閣議決定）に基づき、新システムは構築され

てきた。 

財界が一貫して求めてきた保育の市場化を許さないたたかいは、日本の社会保障をめぐる最大の

たたかいである。 

 

（４）自治労連は、引き続き、地域での宣伝学習活動を通じて新署名をかつてない規模で進めなが

ら、地元国会議員要請、自治体議会・首長への要請を旺盛に進めるものである。その運動の集約と

して５．１３保育大集会と５．１４国会要請行動を成功させて、新システム関連法案の審議入り阻

止をめざすものである。 

 

（５）保育・学童保育・子育て支援の拡充に公的責任は不可欠である。すべての子どもの生きる権

利、質の高い保育を受ける権利を保障する立場から新システム法案の廃案を求めて全力を尽くすと

ともに、安心して子育てができる制度の実現を求めるものである。 
 
 

【傘下の組織や保育関係者に配信・配布してください。配信希望者は氏名と所属、「保育闘争委ニ

ュース希望」と明記し、パソコンよりメールでお申し込みを。内容を圧縮した「携帯メールニュー

ス」は携帯からメールでお申し込みを】 


